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研究成果の概要（和文）：　上場企業の資産総額、当期純利益などの財務会計数値は冪乗則に従うことを確認
し、さらにこれらデータの時系列特性がフラクタル性（自己相似性）を持つことを確かめるためフラクタル次元
を計算してみた。しかしサンプルサイズの問題で十分な結果が得られず、フラクタル次元については適用可能性
がないことが判明した。そこで階級を色々と変化させながら頻度分析を行った結果、最頻値付近のデータ部分の
みを抽出し階級値を小さくしてヒストグラムを作成して観察される分布もまた冪乗分布しており強いフラクタル
性を確認することができた。この他にテキストマイニングやディープラーニングなどの新たな手法の適用可能性
についても試みた。

研究成果の概要（英文）：Firstly, I confirmed the distribution characteristics of the figures such as
 total assets, net income, etc. of all listed companies in Japan, and also confirmed that these 
financial account values follow the power law. Time series characteristics of these values following
 power law are known to have fractal nature (self-similarity). So I have calculated fractal 
dimension of each financial value, but no satisfactory results are obtained due to sample size. 
Alternatively, I performed frequency analysis. I made histogram using part or the whole of data, 
then compared the shape of these histogram. Histogram using part of the data and histogram using the
 whole of data have very similar shape that shows both are subject to the power law. The observed 
distribution is power-distributed and indicated fractal nature strongly. In addition to these 
methods, I have also investigated the applicability of emerging methods such as Text Mining and Deep
 Learning.

研究分野： 会計学
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務数値の分布特性とベキ乗則」『會計』

Ijiri, Y. & Simon, H. A. 1977. Skew Distributions and 
Mathematical 

and Managerial Economics Vol 24), Elsevier 

な背景から、複雑系の現象に使われ

る様々な解析手法、たとえばフラクタル分析や時

系列データへの主成分分析等の解析手法を経済

現象に適用した場合、どのような知見が得られる

Mandelbrot & Hudson

）では、フラクタル幾何学の考え方を株価

や為替変動の解析に適用し、「自然現象のフラク

タルと経済現象のフラクタル」は同一のものであ

り、このフラクタル幾何学を金融市場に適用する

理論（変動が正

規分布を示す）からは予期できない激しい動きを

張している。フラクタ

ル分析は金融データには既に適用がすすんでい

）、これを財務会計情報に適用し

てみるというのが、この問題に取り組む第一歩で

しかしながら財務会計情報の時系列データは

株価や為替変動のデータに比べ、その数が極めて

少なく、そのまま適用するには困難が伴う。株価

や為替などでは膨大なティックデータが入手で

図形的に処理す

るフラクタル分析が可能となるが、財務会計情報

で図形的なパターンを見ようとしても、圧倒的に

おり十分な結果が得られな

様々な

解析手法を取り上げ、財務会計数値に当てはめて

みることにし、そこから何らかの知見が得られな

Mandelbrot, B. B. & Hudson, R. L. 2004. The 
Misbehavior of Markets: A Fractal View of Risk, 

. 
－フラクタルでみるリスクとリ
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ターン』東洋経済新報社. 
熊谷善彰. 2002. 『金融時系列データのフラクタル分析』

多賀出版. 

 

３．研究の方法 

 

 本研究を進めるにあたり、以下のような 3 つの

ステップを踏んで研究を進めた。 

【ステップ 1】 

 まず、研究をするためのインフラ作りと先行研

究の文献を調査し、次年度以降の研究を進めるた

めの基盤を整備した。 

 また大量の財務会計データを格納するために

データ収集専用 PC を構築し、24 時間体制で

EDINET より財務会計データの収集と蓄積を行

った。 

【ステップ 2】 

 続いて、主として会計情報のフラクタル性につ

いての分析を行うことにし、実際に財務会計デー

タを用いて解析を進めることにした。まずはデー

タの頻度分析を行った後に、フラクタル次元の計

算といったフラクタル分析の手法を用いて解析

を行った。 

【ステップ 3】 

 最後に、主として当初予定していたものとは違

った分析手法を試みることにした。具体的には、

テキストマイニングとディープラーニングの手

法を用いた分析である。 

 EDINET より入手できる有価証券報告書につ

いて、財務数値以外の部分についても XBRL 化が

進み、手軽にテキストデータが入手できるように

なったということと、Chainer や TensorFlow と

いったフリーのディープラーニング・フレームワ

ークが相次いで公表され、手軽にディープラーニ

ングの手法を応用できるための環境が整ったこ

とによる部分が大きい。 

 これらの分析手法は、必ずしも冪乗分布という

分布特性に対応するものではないが、新たな手法

の探求ということで取り入れることにした。 

 

４．研究成果 

 

 まず、大量の財務会計データを収集する体制を

整えることにし、24 時間体制でインターネットを

通じ、金融庁の EDINET や東京証券取引所の

TDNet より、財務会計データのみならず、さまざ

まな適時開示情報を収集し、蓄積を行った。

EDINET のデータは日々更新されるため、データ

の収集にあたっては専用のコンピュータを利用

して常時更新を監視しながら、リアルタイムでデ

ータの収集を行い、分析に必要な財務会計データ

を、データ・サーバー上に蓄積していった。 

 このデータから 2013 年 1 月～2013 年 12 月の

データを用い、当期純利益、総資本、株主資本、

売上高など主要な財務数値について、その分布が

どのような形状をしているかについて、調査を行

い、とりわけ当期純利益の分布については、当初

の予想通り典型的な冪乗分布を観察することが

できた。この調査で新たに発見できたことは、階

級を色々と変化させながら頻度分析を行った結

果、全体をカバーする極めて階級値が大きなヒス

トグラムを作成した場合に観察される冪乗分布

が、全体のわずか 2%足らずにしかならない最頻

値付近のデータ部分のみを抽出し、ごく小さな階

級値でヒストグラムを作成した場合に観察され

る分布が同じく冪乗分布を示していることが判

明し、強いフラクタル性（自己相似性）を確認で

きたことは大きな発見であった。 

 本研究期間中に主たる財務データの入手元で

ある EDINET が大幅なシステム改変を実施した

ことにより、従来は財務データしか XBRL 化され

ていなかったが、有価証券報告書の全体が XBRL

化され、それにより非財務情報および定性情報に

ついてもデータが入手可能となった。そこでやや

計画を変更し、非財務情報・定性情報についての

分析を追加して行うこととした。 

 まず有価証券報告書に記載された定性的な情

報（テキスト情報）の中で、「東日本大震災」に

言及した企業数を調査した。対象期間は 2014 年

1 月から 2014 年 12 月までの約 1 年間である。そ

の結果、「東日本大震災」という語句を 2 回以上
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使用した企業は 236 社（6.31％）、5 回以上使用し

た企業はわずかに 36 社（0.96％）にすぎず、

83.46％の企業はまったく使用してないことが判

明した。これらのことから見て取れるのは、「東

日本大震災」という語句の相対的な重要度の低下

である。そこで TF・IDF 法によって、語句の重

要度についてスコアリングして比較することに

した。 

 調査対象期間に「東日本大震災」について言及

した企業は、3,738 社中 618 社であった。したが

って「東日本大震災」という語句の IDF 値は、以

下の式で算出できる。 

 
 これにより IDF 値は 2.596588 と計算された。

「東日本大震災」という語句が最も多く出現した

企業の出現頻度 TF 値は 35 なので、当該企業に

おけるTF・IDFの値は90.88058と計算される。 

 当該企業における「原子力」や「発電」といっ

た語句の重要度を、同じく TF・IDF 法によって

スコアリングしたが、それぞれ 708.42、575.51

と算出された。つまり最も東日本大震災について

言及している企業でさえ、「原子力」＞「発電」

＞「東日本大震災」という順序となっていたこと

になる。 

 これらの結果より、上場企業全体としては、東

日本大震災による直接的な損害についてはあま

り影響がなかったこと、それよりも原子力発電所

の事故の影響によりコスト高となった電力供給

への懸念が、未だに消えていないことをうかがい

知ることができたといえる。 

 さらに近年注目を浴びているディープラーニ

ングの手法を適用できないか試みることにした。

会計研究に対しては、従来の判別分析が用いられ

てきたような領域、たとえば会計不正の発見のよ

うな領域について、大量のデータを扱うことによ

って、より精度の高い判定を行える可能性がある

ことが分かった。 

 しかしながらディープラーニングを実行する

ためのハードウェア的な制約（Cuda コアを大量

に持つプロセッサが品薄で入手が大幅に遅れた

こと）や Chainer や TensorFlow に代表されるデ

ィープラーニング・フレームワークのインストー

ルと環境整備に時間がかかったため、研究期間が

終わるまでに実際の検証作業を実施することが

できなかった。 

 この他の分析手法としては、いわゆる p 値によ

る仮説検定手法についても、近年問題視されるこ

とが多く、ベイズ推定や生物学的同等性の検証方

法の有用性についても研究を行った。 
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